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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

 
１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第142期

第１四半期連結
累計期間

第143期
第１四半期連結

累計期間
第142期

会計期間
自　平成26年１月１日
至　平成26年３月31日

自　平成27年１月１日
至　平成27年３月31日

自　平成26年１月１日
至　平成26年12月31日

売上高 (百万円) 7,417 8,645 32,686

経常利益 (百万円) 72 727 709

四半期(当期)純利益 (百万円) 16 379 270

四半期包括利益又は
包括利益

(百万円) 46 504 478

純資産額 (百万円) 24,037 23,991 24,391

総資産額 (百万円) 91,160 92,956 109,265

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 0.13 3.05 2.18

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 23.7 23.1 19.9
 

(注)　１.　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移に

ついては記載しておりません。

　　　２.　売上高には、消費税等は含まれておりません。

　　　３.　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しており

ません。

 

 

２ 【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）において営まれている事業の内

容について、重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

 
１ 【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生または前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等

のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在しておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 経営成績の分析

当第１四半期連結累計期間（平成27年１月～３月）におけるわが国経済は、円安や原油安による企業の業績改善が

期待されている一方で、力強さに欠ける国内消費への警戒感が浮き彫りになっております。石油業界においては、エ

ネルギー供給構造高度化法第２次告示により国内の設備過剰を解消するための対策を平成29年３月までに実施するこ

とが義務付けられているなど事業環境の先行きは厳しいものとなっております。

　このような事業環境の下、当社京浜製油所ならびに株式会社ジェネックス水江発電所は順調に操業を続けました。

　当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高8,645百万円（前年同四半期比 16.5％増）、営業利益786百万円（前年

同四半期比 506.3％増）、経常利益727百万円（前年同四半期比899.8％増）、四半期純利益379百万円（前年同四半期

は16百万円の四半期純利益）となりました。

　

セグメントの業績は、次のとおりであります。

＜石油事業部門＞

昭和シェル石油株式会社と締結している原油精製委託契約に基づき、1,321千キロリットル（前年同四半期比

1.7％増）の原油・原料油を処理しました。精製マージンは前年同四半期と比較して大幅に改善し、売上高は

8,251百万円（前年同四半期比 18.0％増）、セグメント利益（営業利益）は429百万円（前年同四半期は154百万

円の営業損失）となりました。

　

＜電気事業部門＞

東京電力株式会社と締結している電力受給契約に基づき安定的に電力を供給し、売上高は4,032百万円（前年同

四半期比 4.4％増）、セグメント利益（営業利益）は356百万円（前年同四半期比 25.4％増）となりました。
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(2) 財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間末における総資産は92,956百万円となり、前連結会計年度末に比べ16,308百万円の減少

となりました。これは主に立替揮発油税等が減少したことによるものです。

　負債は68,964百万円となり、前連結会計年度末に比べ15,908百万円の減少となりました。これは主に未払揮発油税

等が減少したことによるものです。

　純資産は23,991百万円となり、前連結会計年度末に比べ399百万円の減少となりました。これは主に四半期純利益の

増加を配当の支出が上回り利益剰余金が減少したことによるものです。

以上の結果、当第１四半期連結会計期間末における自己資本比率は23.1％となりました。

　

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

＜対処すべき課題＞

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更およ

び新たに生じた課題はありません。

 

＜財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針＞

当社は、エネルギー安定供給の一翼を担う昭和シェル石油グループの東日本への石油製品の供給を担当する基

幹石油精製会社であります。今後も昭和シェル石油グループの一員として同グループ各社との連携を一層強化

し、事業の持続的発展をはかるものであります。

　

(4) 研究開発活動

　該当事項はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

 
１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

　

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 300,000,000

計 300,000,000
 

 

② 【発行済株式】

　

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成27年３月31日)

提出日現在
発行数(株)

(平成27年５月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 124,435,000 124,435,000
東京証券取引所
（市場第二部）

単元株式数は
1,000株であります。

計 124,435,000 124,435,000 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

平成27年３月31日 ― 124,435 ― 8,415 ― 4,687
 

 

(6) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成26年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

① 【発行済株式】

   平成26年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
（自己保有株式）
普通株式  25,000

―
株主としての権利内容に制限のな
い、標準となる株式

完全議決権株式(その他)
普通株式

 124,312,000
124,312 同上

単元未満株式
普通株式
  98,000

― 同上

発行済株式総数 124,435,000 ― ―

総株主の議決権 ― 124,312 ―
 

(注)　１ 「完全議決権株式(その他)」には、証券保管振替機構名義の株式が12,000株(議決権12個)が含まれておりま

す。

２ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式349株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

  平成26年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
東亜石油株式会社

神奈川県川崎市川崎区
水江町３番１号

25,000 ― 25,000 0.0

計 ― 25,000 ― 25,000 0.0
 

 

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

 
１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間(平成27月１月１日から平成

27年３月31日まで)及び第１四半期連結累計期間(平成27年１月１日から平成27年３月31日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、あらた監査法人により四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年３月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 3,867 4,070

  売掛金 2,748 2,885

  たな卸資産 2,601 2,502

  立替揮発油税等 48,163 32,336

  その他 2,034 1,985

  流動資産合計 59,416 43,781

 固定資産   

  有形固定資産   

   構築物（純額） 6,055 6,006

   機械及び装置（純額） 17,100 16,512

   土地 19,845 19,845

   その他（純額） 3,179 3,140

   有形固定資産合計 46,179 45,505

  無形固定資産 38 34

  投資その他の資産 3,631 3,634

  固定資産合計 49,848 49,174

 資産合計 109,265 92,956

負債の部   

 流動負債   

  買掛金 1,161 862

  短期借入金 24,749 24,029

  未払揮発油税等 44,595 29,941

  引当金 272 547

  その他 5,809 4,468

  流動負債合計 76,588 59,848

 固定負債   

  長期借入金 1,680 1,680

  特別修繕引当金 2,420 2,407

  修繕引当金 1,301 1,871

  退職給付に係る負債 1,921 2,212

  その他 962 944

  固定負債合計 8,285 9,116

 負債合計 84,873 68,964
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度

(平成26年12月31日)
当第１四半期連結会計期間

(平成27年３月31日)

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 8,415 8,415

  資本剰余金 4,687 4,687

  利益剰余金 8,560 8,156

  自己株式 △4 △4

  株主資本合計 21,659 21,254

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 215 238

  退職給付に係る調整累計額 △77 △50

  その他の包括利益累計額合計 138 188

 少数株主持分 2,594 2,549

 純資産合計 24,391 23,991

負債純資産合計 109,265 92,956
 

 

 

EDINET提出書類

東亜石油株式会社(E01073)

四半期報告書

 9/18



(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年３月31日)

売上高 7,417 8,645

売上原価 7,024 7,590

売上総利益 393 1,054

販売費及び一般管理費 263 268

営業利益 129 786

営業外収益   

 受取利息 0 0

 未払配当金除斥益 1 1

 受取保証料 2 3

 業務受託料 2 -

 その他 2 1

 営業外収益合計 10 7

営業外費用   

 支払利息 49 42

 有形固定資産処分損 1 3

 基地利用料 10 16

 その他 5 3

 営業外費用合計 66 66

経常利益 72 727

特別利益   

 補助金収入 132 239

 特別利益合計 132 239

税金等調整前四半期純利益 205 966

法人税、住民税及び事業税 273 229

法人税等調整額 △144 283

法人税等合計 128 512

少数株主損益調整前四半期純利益 76 454

少数株主利益 60 74

四半期純利益 16 379
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
　至 平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
　至 平成27年３月31日)

少数株主損益調整前四半期純利益 76 454

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △29 23

 退職給付に係る調整額 - 27

 その他の包括利益合計 △29 50

四半期包括利益 46 504

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 △13 429

 少数株主に係る四半期包括利益 60 74
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【注記事項】

 

(会計方針の変更)

（退職給付に関する会計基準等の適用）

「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号 平成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及

び「退職給付に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号 平成27年３月26日。以下「退職給付適用

指針」という。）を、退職給付会計基準第35項本文及び退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めについて当第

１四半期連結会計期間より適用し、退職給付債務及び勤務費用の計算方法を見直し、退職給付見込額の期間帰属方法

を期間定額基準から給付算定式基準へ変更するとともに、割引率の決定方法についても、従業員の平均残存勤務期間

に近似した年数に基づく割引率から、退職給付の支払見込期間ごとに設定された複数の割引率を使用する方法へ変更

しました。

退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な取扱いに従って、当第１四半期

連結会計期間の期首において、退職給付債務及び勤務費用の計算方法の変更に伴う影響額を利益剰余金に加減してお

ります。

この結果、当第１四半期連結会計期間の期首の退職給付に係る負債が445百万円増加し、利益剰余金が286百万円減

少しております。また、当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 
(追加情報)

（税効果会計に使用する法定実効税率の変更）

　「所得税法等の一部を改正する法律」及び「地方税法等の一部を改正する法律」が平成27年３月31日に公布された

ことに伴い、当第１四半期連結会計期間の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成28年１月１日以降解

消されるものに限る）に使用した法定実効税率は、前連結会計年度の35.6％から、回収又は支払が見込まれる期間が

平成28年１月１日から平成28年12月31日までのものは33.0％、平成29年１月１日以降のものについては32.2％にそれ

ぞれ変更されております。

　その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が169百万円減少し、当第１四半期連結累計

期間に計上された法人税等調整額が178百万円増加しております。
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。

なお、第１四半期連結累計期間に係る減価償却費は、次のとおりであります。

　
前第１四半期連結累計期間
(自 平成26年１月１日
 至 平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成27年１月１日
 至 平成27年３月31日)

 
　　　減価償却費　　　　　　　　　 1,215百万円

 
　　　減価償却費　　　　　　　　　  1,243百万円

 

 

 

(株主資本等関係)

　

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間(自　平成26年１月１日　至　平成26年３月31日）

　

１． 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成26年３月24日
定時株主総会

普通株式 497 ４ 平成25年12月31日 平成26年３月25日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの
　
　　該当事項はありません。

　

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間(自　平成27年１月１日　至　平成27年３月31日）

　

１． 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年３月23日
定時株主総会

普通株式 497 ４ 平成26年12月31日 平成27年３月24日 利益剰余金
 

　

２．基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間の末日

後となるもの
　
　　　該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間(自 平成26年１月１日 至 平成26年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
（注）1

四半期連結損益
計算書計上額

（注）2石油事業 電気事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 4,390 3,027 7,417 ― 7,417

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

2,600 834 3,434 △3,434 ―

計 6,990 3,861 10,852 △3,434 7,417

セグメント利益又は損失（△） △154 284 129 ― 129
 

　　(注)1　調整額はセグメント間取引消去であります。

　　　　2　セグメント利益又は損失は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

 

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間(自 平成27年１月１日 至 平成27年３月31日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    (単位：百万円)

 

報告セグメント
調整額
（注）1

四半期連結損益
計算書計上額

（注）2石油事業 電気事業 計

売上高      

  外部顧客への売上高 5,558 3,087 8,645 ― 8,645

  セグメント間の内部売上高
  又は振替高

2,693 945 3,639 △3,639 ―

計 8,251 4,032 12,284 △3,639 8,645

セグメント利益 429 356 786 ― 786
 

　　(注)1　調整額はセグメント間取引消去であります。

　　　　2　セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成26年１月１日
 至　平成26年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成27年１月１日
 至　平成27年３月31日)

１株当たり四半期純利益(円) 0.13 3.05

　（算定上の基礎）   

　四半期純利益(百万円) 16 379

　普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

　普通株式に係る四半期純利益(百万円) 16 379

　普通株式の期中平均株式数(千株) 124,409 124,409
 

　　　(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。

 

 

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

　該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

平成27年５月13日

東 亜 石 油 株 式 会 社

取　締　役　会　御　中

 

あらた監査法人
 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   山　本　昌　弘   印

 

 

指定社員

業務執行社員
 公認会計士   加　藤　達　也   印

 

 

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている東亜石油株式会

社の平成27年１月１日から平成27年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成27年１月１日から平

成27年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成27年１月１日から平成27年３月31日まで）に係る四半期連結

財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四

半期レビューを行った。

　

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、東亜石油株式会社及び連結子会社の平成27年３月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以  上

 
 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

 ２．XBRLデータは四半期レビューの対象に含まれていません。
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